






























































3 判例時報 1721 号 3 頁。















5 地方自治法 150 条〔内部統制に関する方針と体制整備〕









































































































7 坂本三郎『一問一答平成 26 年改正会社法〔第 2 版〕』（商事法務・2015 年）235 頁。























について」立命館法学 365 号（2016 年）1 頁、葭田英人「企業の内部統制制度の
地方自治体への導入」自治研究 93 巻 5 号（2017 年）87 頁、原島良成「地方公共




の見える化に向けて―」会計 186 巻 5 号（2014 年）598 頁、石川恵子「わが国の
地方自治体における内部統制の制度設計の意義―地方自治体監査の効率的かつ効
果的な運用に向けて―」会計 188 巻 5 号（2015 年）570 頁、町田祥弘「地方公共
団体における内部統制の制度化について」地方自治 831 号（2017 年）2 頁、石原

























































問題点についての試論」横浜市立大学論叢社会科学系列 65 巻 1・2・3 号（2014
年）235 頁、拙稿「非営利法人における利害関係者の利益と責任追及の動機不均衡」
































































840 号（2017 年）17 頁。
13 責任限定については、いずれの規定も善意・無重過失を要求している（会社
























































16 民集 40 巻 1 号 88 頁。
17 京都地判平成15 年 7月15日、裁判所ウェブサイト、West Law Japan ID:2003WLJPCA
07159015
18 東京高判平成 17 年 2月9日、裁判所ウェブサイト、West Law Japan ID:2005WLJPCA
05029002
19 石崎誠也「住民訴訟における長の賠償責任の根拠」別冊ジュリスト 215 号（地






















or.jp/library/ja/opinion/report/data/2016/opinion_160121.pdf（2018 年 5 月 11 日現在
アクセス可能）。経緯については、前掲武富 18 頁以下。
21 前掲阿部 5 頁。
22 前掲阿部 7 頁。
23 最判平成 22 年 7 月 15 日（アパマンショップ事件）、判例時報 2091 号 90 頁。































































sosiki/kenkyu/c-koukyou_naibu/index.html（2018 年 5 月 4 日現在アクセス可能）
27 判例時報 1760 号 144 頁。




















29 金融商事判例 1399 号 24 頁。
30 2012 年 8 月 1 日開催の法制審議会会社法部会第 24 回会議（最終回）議事録
9 頁。http://www.moj.go.jp/shingi1/shingi04900149.html（ 平 成 30 年 6 月 26 日 現
在アクセス可能）。
31 立法時の経緯を紹介するものとして、前掲坂本 239 頁。これまでの経緯と
検討を加えるものとして、高橋英治「企業集団における内部統制」ジュリスト
1452 号（2013 年）26 頁、船津浩司「子会社管理義務をめぐる理論的課題」ジュ























た（最判昭和 52 年 7 月 13 日〔津地鎮祭訴訟〕、民集 31 巻 4 号 533 頁）。人見剛「住
民訴訟制度の諸問題」法学教室 372 号（2011 年）58 頁。
　このため、例えば所管する独立行政法人の監視義務や内部統制構築が不十分
であれば、補助金等の支出が違法という理由で、住民訴訟が提起される可能性
はあるだろう。
